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環境哲学の可能性～環境問題の解決に向けて’・一
東洋大学国際シンポジウム
「環境哲学の可能性～環境問題の解決に向けて～」の序論
東洋大学（TIEPh） 山ロー郎
　今回のシンポジウムを振り返り、同時に、二の冊子に掲載される諸論文の導入の意味で、総合司会を務
めた者として、巻頭論文を序論としてまとめてみたい．
　大方の参加者の感想として、前半のドイツ人哲学者の理論的に凝縮した哲学的見地の提示と、日本で行
われている環境問題への日本人哲学者の具体的論述のギャップないし、断絶についての戸惑いが顕著であ
ったと思われる　このギャッフを埋めたいということから、綜合討論の始めに、司会者からの討論のため
の5つのテーマが提議されたが、討論は、このテーマに沿った展開とはならなかった、したがって、改め
てこの5論点に一つの論点を加えて、前半と後半の発表内容の間の関連を明らかにし、現実に展開した討
論の内容を紹介しながら、巻頭論文の役割を果たしてみることにしたい，この6つの主要テーマに直接入
る前に、まずは、トイツ人哲学者二名と日本人哲学者三名の発表論文の概要を、ご紹介しておくことにし
よう
L各発表者の発表論文の概要
　1．グートマン氏の論文は、『生物多康1生の評価にっいて一方法論的および規範的基礎一』と題し、環境
、こ生存する多様な動植物を含めた生物に、つ1り、それら生物の生存そのt、のの内に絶対的価値があろと
するか、あるいは、人間の生存にとっての相対的価値しかないのかという問題に解答を与えようと試みた
ものである　この内在的な絶対的価値か相対的価値かという価値判断が重要とされるのは、例えば、高速
道路を建設しようとする際、その環境に生息する生物の生態系に多大な弊害を｛、たらし、特定の生物の王
存が脅かされろといった、典型的な地域開発に起因する環境問題の場合である　その際、生物内在的価値
を認める立場は、危害のpa］’能性が明らかになった段階で、その丁事の中止を要請することになり、他方、
ノ＼間の生存にとっての相対的価値しか認めない場合、できるだけ被害を過少にとどめる努力はしても、、人
間生存のための利益が見込める以上、その工事の中止に至ることはない．価値判断が、政策決定に重要な
影響を与えることは明白である．
　氏は、生物多様性とはそもそもどう定義されるか、生物種の目的規定、価値と価値づけの規定等の精緻
な議論を経て、最終的には、人間の行為連関における実践的価値づけが、そのつど、内在的価値づけと道
具的価値づけのバランスを取りつつ作り出されて行くと言う、人間の行為にとって相関的、相対的な価値
づけの立場をとる二とが言明されている、ある種の人間中心主義が明確に理論fkされた論文といえよう一
　2．シュテンガー氏の論文は、『環境　一　生活世界　一　文化的諸世界哲学的規定の諸観点』と題し、
環境が現代西洋哲学でどのように理解されているかを、まず、カッシラーによる、人間の、「神話」、「宗
教」、「言語」、「芸術」、「認識」、「習俗」、「道徳［生」、「権利」、「学問」そして「技術」といったすべての象
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徴的諸形式を通して世界に関わることにより環境を作り上げているという立場、並びに、現在、ドイツで
積極的に取り上げられているNルーマンのシステム論におけるシステム環境論の立場を紹介している、ル
ーマンのシステム論では、システムとしての社会それ自体が、社会を構築するコミュニケーションの構造
において、すべての危機的な状況や諸問題を作りあげているという、自己組織化による環境成立の論理で
ある．政治、経済、エコロジー、教育、宗教等の部分的諸システム間のカソプリング（広義の意味での連
結的相互作用）の仕方が重要な視点となる、シュテンガー氏は、この理論を3点に渡って、すなわち、①
ルーマンのシステム論において身体的経験と体験の領域が背後に退くこと、②機能主義的、機械的であり、
システムと環境との間の「共創造的」プロセスが見落とされていること③倫理的規範の領域との関係性が
欠落していることを批判する．：そして最後に、現象学における「生活世界」としての環境の理解を敢り上げ
る，生活世界の概念は、E，フッサールが『ヨーロッパ諸学問の危機と超越論的現象学』という書物で、第
一次世界大戦という文明の危機を通して、自然科学的世界観の拡大にともなう人間の生全体の方向づけの
喪失を指摘し、いわゆる客観的とされる合理的認識の深層に横たわる、各自の身体牲に根づいた日常生活
に生きている知恵に支えられた哲学を構築する必要性を説いたところに起因する，シュテンガー氏はこの
見解を西洋社会にのみ当てはめるのではなく、世界に並存する、文化と伝統を異にする複数の生活世界に
も妥当するとし、とりわけ、日本の哲学に、日本人の自然への対応の仕方の哲学的表現を見極めようとし
て、西田の「純粋経験」や上田閑照の「無」の概念に表現されている「自然の概念」に、西洋哲学に欠け
ろ自然との対応の仕方を学ぼうとしている．
　3，丸山徳次氏は、水俣病公害問題が顕在化した頃より、…貫して、積極的にこの問題に関わり、問題
の在りかを的確に指示している．最近では、氏は、長年携わってきた里山の環境を存続させる活動を「里
山学」として総括しっつ、新たな環境哲学の可能性を構想している。本論文『日本における環境問題の解
決の困難さ』では、丸山氏は、改めて、1．水俣病とは何か、2，水俣病は終わっていない、3．水俣病
は「環境問題の原点」である、という個別テーマを経て、4では、次の9つのテーゼとしてまとめている、
1）チッソによる環境汚染・環境破壊は、工業化された科学テクノロジーによる生態系の破壊である」2）
漁民・地域住民は、生態系の恵によって生きており、生態系の破壊は、同時に身体という生態系の破壊で
ある。3）環境汚染・環境破壊による被害（人的被害）は平等には起こらない．弱者に起こり、被害は差別を
助長している、4）被害が起こる前に自然界（生態系）に異常がみられる。5）食品衛生法不適用の「誤
り」が、水俣病被害を拡大しその後の行政行為の「誤り」のもとになっている、6）有機水銀のような化
学物質は自然生態系において吸収同化されることはない故、残留性と生物蓄積1生・濃縮性のある有毒物質
は、原則的に生産禁止・所用禁止にすべきである　7）予防原則の明確化が必要であるにもかかわらず、
日本政府・行政は予防原則を骨抜きにしている．環境劣化と危害の防止が、因果関係の科学的不確実性を
理由として妨害されてはならない，8）少数者の犠牲の上に成り立っ経済成長は不正であるtt　9）経済成
長主義とは別の「社会の発展」を構想するとともに、環境権を確立することが必要である，以上、いつれ
も説得力をもつ9つのテーゼである，
　4．桑子敏雄氏は、環境問題の解決に実践的に関わる哲学者として、日本で稀有な哲学者といえる，氏
は、環境問題解決のための諸活動の現場を、氏の発表論文『環境問題における意思決定と合意形成』にお
いて、次のように特徴づける．①具体的な環境保全や社会基盤整備の現場で、企業の利害関係者間の話し
合いの場での活動　②行政職員の研修における講義や講演③国や地方自治体の委員会での発言や委員会の
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運営への従事④市民・市民団体、NPOとの協働、行政への提案、を挙げている。氏は、佐賀県や三重県の
ダム建設問題、島根県や新潟県の河川改修問題、宮崎県の海岸侵食対策、などの環境問題解決に当たって、
以一ヒ、4点に関わる積極的な実践活動の経験を報告している　その際、最も重要な課題であり目標とされ
ろのが、論文の表題にもある「合意形成」である　氏は、環境問題の解決は、当事者、多様な利害関係者
間の合意形成なしには、不可能であり、それは、当然、市民・住民参加の合意形成であり、その際、社会
的合意形成のフロジェクト・マネージメントを必要とするとして、哲学者の役割をここに宛てがプ氏の
社二会的合意形成のプロジェクト・マネージメントの経験は、大変興味深い論点を提示している、第一に環
境の変化を直接被る当事者である住民や市民の、住居空間における身体的配置からする「空間の価値構造
認識」の重要さであり、第二に行政的合理性にもとついて事業を推進する行政担当者は、同時に法案や条
例案を‡、作成しているため、「三権分立」が機能しているとは言い難いという指摘であり、また、アドバイ
ザーとして専門家の「学問的・技術的合理性」も必要とされるが、行政担当者は、事業を正当化するため
の御用学者を審議会や委員会に参加させ、御用会議を遂行する傾向が強く見られること、さらに、合意形
成の際、最も重要であるのは、コミュニケーションの促進であるが、「反対意見が沈静化し、あるいは、厳
しく批判していた人々が開かれた話し合いの場に出席しなくなり、（・一）反対意見が提出されなくなったと
いうのが合意の達成を示す一つの判断根拠であった」とするのが、実情であるとすると、十分なコミュニ
ケーションを通しての真の合意形成は、あくまでも課題とされているというのが現状であることなどであ
る．
　5．河本英夫氏は、日本における「オートポイエーシス論」の第一人者として著名であり、「システム現
象学」を提唱する中で、また、TIEPhの第三ユニットの代表者として「環境デザイン」をその課題として
いる。今回、氏は、『日本における社会システムの構築と環境問題』と題して、「日本社会の特質、公害大
国の履歴、対等享受と対等被害、環境課題はどのような価値か」を個別テーマとし、最後に環境デザイン
の事例を提示している、日本社会の特質としてあげるのは、許容しあう眼差しに「甘えの構造」をみすえ、
日本社会における敬語や謙譲語の使用を通しての上下関係の浸透である。このような社会構造と伝統的な
自然観によると、西洋からの技術が受容され、経済利益が追求されるとき、技術による自然の破壊が生じ
た場合でさえ、本来、人間とその社会を無限抱擁している自然が、害を被るという考えそのものが、そも
そも思い浮かぶことがないという。したがって、そのような母なる自然の始原の状態を可能な限り保ち続
け、公害が起これば、技術によって解決しようとする技術主義が支配的であるとされる＝さらに共同体と
しての日本の社会構造に特徴的であるのは、利益享受と被害の受苦に対して共同体全体で対応しようとす
る傾向の強さである．＃同体からの排除はしたがって、日本人であることを止めるに等しいといえよう。
となると、行動の規範として、純粋に個人の次元での対応は、皆無に等しいL／このような社会構造にあっ
て、環境問題解決の課題は、再度、経済的利益の追求という枠組みの中で、経済的価値づけにおいて評価
される傾向が顕著である、また氏によれば、自然保護運動は、文化的価値づけの相対性において考察され
てしかるべきであり、解決方向の選択肢の多様性が加味されるべきであるとされるLさらに、氏は、新た
な方向性として、新たな環境設定を提言する、人間の可能性の拡張をめざして、健康の促進をうながすよ
うな環境設定が、間接的に環境問題を解決する方向に向かわせるとしているt最後にそのような人間の可
能性の拡張の事例として，荒川修作＋マドリン・ギンズの「天命反転住宅」、大野一雄の身体の植物性を顕
在化させるダンス、木本圭子によるカオス・デザインを提示している．
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II．綜合討論の内実
　これら5つの報告を前にして、それら相互の関係性を明らかにしながら、実際に討論された事柄を中心
に、6っの重要な論点を指摘してみたい
　1．綜合討論のテーマの一つとして提示したかったのは、丸山氏の『日本における環境問題の解決の困
難さ』と桑木氏の『環境問題における意思決定と合意形成』とにおいて両者共通に指摘された「日本にお
ける三権分立の機能不全」の原因と、ドイツにおける実情というテーマだった・
　丸山氏は、水俣病公害問題に長年携わってきた経験から、その報告の中で、いかに私企業の経済利益追
求が、行政権力との強い結びつきを持っているかということを「食品衛生法」不適用による公害の拡大と
いう事例を通して指摘している、また、経済利益の追求が、司法の領域にさえ、介入し、「お雇い学者」の
判断に依拠した判決を導く結果になっていることも明確にしている，桑子氏は、哲学者として、環境に関
わる公的事業の際に、企業、民間、行政の諸利益の抗争を調性し、合意形成の際のコーディネーター（司
会）の役割に徹しているが、その経験を通してみえてくるのは、行政担当者は、行政のみではなく、官僚
と政治との密着にみられるように、本来立法権の行使である法案や条例案の策定にあたっている現実に直
面し、「日本では三権分立が機能しているとは言い難い」と結論づけているtt本年の「政権交代」を通して、
果たして、このような従来の政治経済構造の変革がどの程度可能になるのか、見据える必要があるといえ
る、
　この問題に対する、ドイツ人哲学者の側からの直接的応答はみられながったが、後に展開した議論から
推し量られることとして、「三権分立」は、民主主義の基本原則であり、あえて議論されることのないほど
に自明のこととされているだけでなく、それに関する法的規定の詳細が、完全にまで成文化されており、
この規定からの逸脱は、法的措置の遂行を待つだけのことであり、司法に委ねられるということである．
三権分立の行使に際する完全に近い成文化と透明性に大きな違いがみられるようである
　2．この法として明確な規定が成文化されているという点に関連して興味深い日独の相違とされたのが、
桑子氏の「合意形成」とグートマン氏の「妥協」という見解の相違である。桑子氏の努力する「合意形成」
に際して、氏自身が指摘するように、「反対意見が沈静化し、あるいは、厳しく批判していた人々が開かれ
た話し合いの場に出席しなくなり、（…）反対意見が提出されなくなったというのが合意の達成を示す一っ
の判断根拠であった」とするのが、実情であるとすれば、言葉にできない身体感情や居住空間に由来する
生活感情などが、解決されえないまま、到底納得できないまま抑圧され、犠牲を強いられるということに
なる。そのとき、むしろ、各個々人の人権を感情をも含めて、できうる限り、言語化し、法的に成文化す
るなかで、妥協点をさぐるとするドイツ的な対応の仕方の方が、形式的「合意形成」より、むしろ、真の
解決に近づきうるのではないかとも思われる。真の妥協とは、各自の権利をそれとして、100％認めている
ことを前提にしており、特定の人、とりわけ、弱者の「我慢とか犠牲」といった余地を完全に排除すろこ
とを目的としている．
　3，丸山氏が指摘する、ドイツで1970年に成立している「事前配慮原則」がどうしてH本では、その主
旨が法制化されえないのかが問われなければならない、「環境劣化と危害の防止が、因果関係の科学的不確
実性を理由として妨害されてはならない」という原則は、「いつか明らかになるはずの、因果的一義性の解
明」を待っていてはならない、因果的決定論の確信を合意形成の判断基準にしてはならないという、物の
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因果性を基準にする科学主義に対する、人間の実践、人間の世界への関わりからする倫理的判断である一t
技術と科学に対する、一方的な信奉がみうけられる日本に対して、ドイツでは、どうして、そのような倫
理的判断が可能になっていろのだろうか．これに関し、討論の前日にグートマン氏との話の中で、多くの
ドイツの政治家や企業家、経済人は、その活動の背景にカントの道徳律に準じた倫理的信条を旨にしてい
る場合がほとんどであり、社会的通念として日常生活の背景に生きてということを聞いた．多くの指導的
立場にあるドイツ人は、哲学の問いの姿勢が身についているとのことである　日本にあって、それに変わ
る、企業家、政治家を律する、倫理的判断をどこに求めればいいのだろうか一当然だが、河本氏の指摘す
るどんな公害をも包み込む「無限抱擁iする自然」、あるいは、丸山氏のいう「どのような毒物で（、薄めれば
消滅し、目然はそれを受け入れてくれるとする稀釈の論理」に求めることができないことは明らかである
ここで語られている日本人の自然理解は、当然のことながら、シュテンガー氏が求めている、西洋ではな
く、「日本に由来する自然慨念」と部分的に重なるものであれ、決して同一のものではない＝自然との合一
体験ということと、汚染に耐える自然とが、並存できるわけがないのであるnそのズレにきつかないとす
れば、それはまさに、河本氏のいう日本社会の「甘えの構造」からする二人称的関係性を脱却し、自己の
個人としての行動に対して距離を取りうる、互いに三人称関係の客観視に基づく社会的価値構造σ）法的規
定を確立していくことが火急の、そして長期的な課題であることの裏返しにすぎないのである、，
　4．上記3で述べた点に関し、システムとして社会を考察する、ルーマン流のシステム論に対する、シ
ュテンガー氏の批判は、重要な論点となってくる、もしシュテンガー氏のいうように、ルーマンのシステ
ム論は、身体性と倫理を消化しきれない理論だとすると、桑子氏の主張する、地域住民の身体中心性、感
性と感情に基づく空間論をルーマンのシステム論は、解明できないことになる　河本氏のいう、環境デザ
インで語られている、創造的身体性の輝き、空間形成論は、おそらく、ルーマンのシステム論を乗り越え
た、河本氏独自のシステム論の提示であると思えるt／そのとき問われるのは、河本氏の日本の社会構造の
分析において働いている、ルーマンを超えた方法論はどのようなものか、ルーマンの機能主義を超えた自
己組織化論をどのように展開できるか、また、上記に問われる異文化社会における倫理的判断の形成の分
析がどのように可能になるのかである、この問いは、倫理学の問いにとどまらず、社会学、政治学、経済
学等の精神科学．…般に向けられた問いとして、今回主題とされる、環境哲学の方法論の問いに直接関わる
重要な論点である一その際、シュテンガー氏の主張する、現象学の「生活世界論」に関わる方法論の射程
が、問われることになるtt綜合討論の際の会場からのシュテンガー氏への質問にあったように、「現象学的
還元を行使する」とはいっても、それは、桑子氏や丸山氏の環境問題への実践的関与に際して、方法論と
して行使されうるような具体性と実効性が示されうるものでなければならない　桑子氏と河本氏が共通に
指摘tる、環境を生きる身体性を基軸にした人間存在への哲学的考察として、現象学ほど、身体性に根ざ
し、その解明に努めている現代哲学はみられないのは現実であるが、その方法論が的確に示されうるには、
環境問題解決の実践の只中で行使されうる現象学的方法論が、自覚にもたらされ、説得力をもって、記述
されうるのでなければならない、
　5．グートマン氏の指摘する「価値」の理解にあって、河本氏の提示する「鯨を食べる習慣」という具
体的な文化的価値の相違という現実を問題にすることができろ　価値がすべての生物に内在的に存在する
のではなく、あくまでも人間の行動が基準になり、環境への価値づけが、価値の概念を生むとした場合、
文化的価値の相対主義は，それがそのまま肯定されることになり、「食物として食する伝統なら、そのよう
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にすればよい」ということになるだろう。はたして、文化相対主義の土壌に、否が応でも、地球規模に拡
大している環境問題の解決に当たり、環境哲学の基礎原理が成立しうるといえるだろうか，そうは思えな
いのは、文化観、世界観の抗争を初めから前提にし、その理論的防御や確固とした伝統文化の固定的存続
に努める以前に、むしろ、最低限、人間が共存しうる、弱者／強者の区別以前に万人に認められるべき人
権が保証されうる社会環境の構築に努めることが、早急かつ、長期的な課題であり、その課題の実現のた
めの具体的方法論を呈示しうる環境哲学が求められなければならないからである，
　6．これからの環境問題の最重要問題といえるエネルギー政策の決定にあって、企業間の利害の相克を
めぐり、哲学者は、本当にドイツで行われている「政治への助言」を全うすることができるだろうか．太
陽光発電クリーンエネルギーの活用の鍵を握っているは、電気会社の対応である、電気を配送する電線を
所持し掌握しているのは、電気会社であり、これまでのインフラを固守して、経済性の利権を手放すまい
とするとき、政治的政策の執行に関して、日本の哲学者は、本当に「政策決定」に助言するという役割を
果たすことができるのだろうか。桑子氏の主張する、合意形成に際しての哲学者の役割は、エネルギー政
策の決定においても、機能しうるのでなければならない。しかし、日本社会における哲学と哲学者の役割
を自省するとき、丸山氏や桑子氏の実践的関与は例外に属していることは、明白である。
　環境問題の解決にあたっての環境哲学の可能性と現実を考察してきたまとめとして、まず、実践に即し
て、実践を通してその有効性と射程が確かめられ、工夫され、理論化されていくような方法論の確立が求
められること、また、それが、今回テーマとはされなかったが、社会における哲学の役割という問題連関
において、日本社会の教育制度に取り込まれ、環境教育の課題とされねばならないことが明らかになった
といえよう。
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